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21世紀気候変動予測革新プログラム（文科省）

○予測モデルの高度化

東大、海洋研究開発機構、地球科学技術総合推進機構（気象研）、名大

○自然災害分野の影響評価

京大、土研、東大、茨城大、農業環境技術研究所

地球環境研究総合研究推進費（環境省）

○温暖化の危険な水準及び温室効果ガス安定化
レベル検討のための温暖化影響の総合的評価に
関する研究

茨城大、国環研、東北大、農環研、森林総研ほか

地球環境研究総合研究推進費（環境省）

○地球温暖化に係る政策支援と普及啓発のための気候変動シナリオ
に関する総合的研究
東大、国環研、気象研ほか
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温暖化による日本付近の詳細な
気候変化予測に関する研究
（国交省気象庁気象研究所）



ＩＰＣＣ１次報告書（１９９０）
水平解像度 約500km

ＩＰＣＣ２次報告書（１９９６）
水平解像度 約250km

ＩＰＣＣ３次報告書（２００１）
水平解像度 約180km

ＩＰＣＣ４次報告書（２００７）
水平解像度 約110km

GCM20、RCM20
水平解像度 約20km

河川局作成

※メッシュの大きさを表現したもので、実際のメッシュ箇所とは関係ない

２

ＩＰＣＣ報告書のシミュレーション精度

気候変動の予測を行うモデル
の解像度は年々進歩



地域気候モデル（ＲＣＭ２０とＧＣＭ２０）

近年、より詳細な地域気候の予測が可能な
シミュレーションモデルも開発されている。

アジア域気候
モデル

全球モデルの
ため不要

側面境界条件

３６層６０層鉛直層数

格子数
129×129

格子数
1920×960

約20km約20km水平解像度

日本周辺全球計算の領域

RCM２０
（Regional Climate 

Model）

GCM２０
（General Circulation 

Model）

ＲＣＭ２０の境界条件の考え方

地域気候モデル

３



ＲＣＭ２０を用いた気温の予測

ＲＣＭ２０を用いた予測結果（Ａ２シナリオ）
出典：地球温暖化予測情報第６巻（気象庁、H17.3）

平均気温変化量（℃）
(2081～2100年平均値)-(1981～2000年平均値）

７月の平均気温予測

１月の平均気温予測

４

年平均気温は２～３℃（北海道の一部では４℃）程度上昇
１月の昇温は７月に比べ大きい



ＲＣＭ２０を用いた降雨の予測

出典：地球温暖化予測情報第６巻（気象庁、H17.3）

最大日降水量は全国的に増加の傾向で、概ね1から1.5倍程度
７月の最大日降水量は一部を除き増加

７月の最大日降水量予測

１月の最大日降水量予測

ＲＣＭ２０を用いた予測結果（Ａ２シナリオ）

最大日降水量変化率（％）
(2081～2100年平均値)／(1981～2000年平均値）

５
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地域別の年最大日降水量をＧＣＭ２０の結果から予測

ＧＣＭ２０（Ａ１Ｂシナリオ）

国土技術政策総合研究所 作成

2080～2099年の年最大日降水量の平均値は、
1979～1999年の平均値の概ね1から1.3倍程度

６
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1.111.131.07
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ＲＣＭ２０を用いた１００年確率最大日降水量の予測

ＲＣＭ２０を用いた予測結果（Ａ２シナリオ）

出典：土木学会論文集No.796 和田一範、村瀬勝彦、冨澤洋介
「地球温暖化に伴う降雨特性の変化と洪水・渇水リスクの評価に関する研究」

将来100年確率最大日降水量は増加の傾向
この傾向は50年後に比較して100年後さらに顕著に
50年後で概ね1.1から1.2倍程度、100年後で概ね1.2から1.4倍程度

図 100年確率最大日降水量の変化
（50年後／現在）

図 100年確率最大日降水量の変化
（100年後／現在）

変化率▽～80% -:80～100% +:100～120% ●120～140% ★140%～ 変化率▽～80% -:80～100% +:100～120% ●120～140% ★140%～

７



治水施設に対する外力についての知見
【現状】
・ 計算機の能力には限界があり、集中豪雨等に対する十分な分解能を持つ気候モデルの
作成は困難
・ 気象現象に関して、依然として未解明なプロセスも多く存在
・ 気候モデルを用いたシミュレーションには不確実性が存在
【今後の予定】
・ 2013年のＩＰＣＣ第５次報告書をひとつのターゲットに、成果がとりまとめられていく。

上記をもとに現時点における外力変化を推定

【【降水量降水量】】
年最大日降水量を100年後と現在で比較
・ＲＣＭ20の予測結果の変化率は概ね1.0～1.5倍
・ＧＣＭ20の予測結果の変化率は概ね1.1～1.2倍、
北海道、東北など地域によっては1.3 倍。最大で
は、1.5倍。
ＲＣＭ20による予測の結果から、50年後と100年
後の100年確率最大日降水量を比較
・50年後の変化率は概ね1.1～1.2倍
・100年後の変化率は概ね1.2～1.4倍

【【海面上昇海面上昇】】
・ここ100年間の日本沿岸の海面水位には、全球
の海面水位のような単調な上昇は見られない。
・地域的な海面上昇は、大気の流れの数十年規模
の変動や黒潮の変動など自然要因の影響を強く
受ける。
・このようなことから、地域的な海面上昇について
の見通しは技術的にも難しい課題。
・気象庁は現在、地球温暖化に伴う、海面水位を
含む日本付近の海洋の変化予測実験を行って
いるところ
・IPCC第４次報告書では、Ａ１ＦＩシナリオにおいて
全世界平均海面水位が最大59cmの上昇と予測８



基本高水のピーク流量における気候変動の影響

各種予測検討では、降雨量が概ね１．０～１．２倍程度。地域によっては１．３倍、最大でも１．５倍程度。
そこで、計画降雨量に日単位を採用している全国の１級河川のうち９河川を抽出し、
計画降雨量を①１．１倍、②１．２倍、③１．３倍、④１．５倍とした場合の基本高水のピーク流量を試算した。

計画降雨量の増加と基本高水のピーク流量の変化

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140% 160% 180%

嘉瀬川
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1.0倍
計画降雨量

1.1倍 1.2倍

計画規模
１／１５０
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１／２００

１／１００

１／１００

１／１５０

１／２００
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流域面積ｋｍ2（基準点）
12,697ｋｍ2（石狩大橋）

7,070ｋｍ2（狐禅寺）

5,114ｋｍ2（八斗島）

667ｋｍ2（愛本）

541ｋｍ2（雲出橋）

1,574ｋｍ2（船戸）

1,505ｋｍ2（玖村）

765ｋｍ2（古庄）

225.5ｋｍ2（官人橋）

基本高水のピーク流量（ｍ3／ｓ）
18,000

13,600  

約21,000  
上記は1/200計算流量
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19,900

27,900 

9,700  

10,900  

21,600  

16,300  

16,100  

4,500 

30,700
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※ 計画降雨量を1.1倍から1.5倍させ、基本方針策定時の流出モデルにより試算 河川局作成 ９



基本高水のピーク流量における気候変動の影響

※確率評価は、現在の確率分布の中で外挿により求めた

試算に用いた降雨
計画降雨量の倍率と確率評価

10

100
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10000

1 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5

石狩川（北海道）

北上川（東北）
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雲出川（中部）

紀の川（近畿）

太田川（中国）

那賀川（四国）

嘉瀬川（九州）

確率評価 年

試算に用いた計画降雨量の倍率

河川局作成 １０

（単位） 1.1倍 1.2倍 1.3倍 1.5倍

260 mm/3d 286 312 338 390

1/350 1/500 1/700 1/1300

200 mm/2d 220 240 260 300

1/350 1/720 1/1400 1/2900

319 mm/3d 351 383 415 479

1/430 1/910 1/2000 1/8900

455 mm/2d 501 546 592 683

1/200 1/400 1/700 1/2500

358 mm/d 394 430 465 537

1/200 1/400 1/800 1/3300

440 mm/2d 484 528 572 660

1/570 1/1200 1/2300 1/8700

396 mm/2d 436 475 515 594

1/450 1/990 1/2200 1/11000

640 mm/2d 704 768 832 960

1/270 1/740 1/2000 1/16000

615 mm/2d 677 738 800 923

1/170 1/340 1/560 1/1800

石狩川（北海道）

北上川（東北）

利根川（関東）

黒部川（北陸）
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1/100

雲出川（中部）

紀の川（近畿）

太田川（中国）

那賀川（四国）

計画降雨量　（上段：降雨量　下段：確率評価）
河川名

嘉瀬川（九州）

1/150

1/150

1/200

1/100

1/100

1/150

1/200



基本高水のピーク流量における気候変動の影響

気候変動で増加する洪水流量に対して、これまで
検討してきた河道改修や洪水調節施設の整備等
では、対応が不可能な河川が存在してくる

水系の安全度は、流域の人口、資産等を指標に
定めているが、洪水防御能力により大きな制約を
受けることになる

基本高水のピーク流量の試算
により明らかになった課題

１１



１割増や２割増の出水の可能性も高まる

出典：内閣府 第５回大規模水害対策に関する専門調査会 資料 １２
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_過去30年間の災害発生件数の平均は898件/年※。気候変動の激化に伴い、土砂災害も増加の傾向。今後もIPCC報告の
通り、気温上昇が進行すれば、土砂災害が増加・激甚化することが予想。

S62～H8

平均2.42.4回/y

H9～18

平均5.15.1回/y

過去３０年における過去３０年における
災害発生件数災害発生件数

降雨降雨100(mm/h)100(mm/h)以上の発生回数以上の発生回数

1,1611,161件件/y/y

765765件件/y/y

（※H4-7の雲仙普賢岳による火砕流を除く。S52～57の土石流、地すべりの件数は推計値：砂防部保全課調べ）

過去30～20年

過去30年間の災害発生件数
平均898件/年

近年10年

（気象庁資料に加筆）

S52～61

平均2.22.2回/y

767767件件/y/y

IPCC(Intergovernmental Panel on Climate Change):気候変動に関する政府間パネル

近年の土砂災害発生件数と集中豪雨の状況

１３

土砂災害の増加土砂災害の増加



海面上昇への治水施設への影響（木曽川の例）

１４出典 地球温暖化に伴う海面上昇に対する国土保全研究会 研究会報告書 H14.5

台風期平均満潮位

計画高潮位

＜潮　位＞

　打上げ高・越波量の算定：計画高潮位※＋検討海面上昇値

＜波　浪＞
　50年確率波

海水面の上昇
計画偏差

※ 計画高潮位：台風期平均満潮位＋計画偏差（伊勢湾台風時の名古屋観測所の最大偏差）

木曽川下流部の海面上昇による河川・海岸施設への影響

海岸
＋0.1 ＋0.3 ＋0.5 ＋0.9

海岸 km 0 0.9 0.9 4.8

木曽川 km 5.8 6.6 7.4 9.8

長良川 km 6.2 7.4 8.2 13.6

揖斐川 km 6.2 7.4 8.4 10.4

箇所 0 1 1 1

箇所 0 1 3 14

　　※　排水機場は下水道の施設を含む

海面上昇値

堤防・護岸

河川

堤防・護岸

水門等

排水機場※

海面上昇に影響を
受ける治水施設

凡例

海面上昇による計画水位及び高潮区間への影響

波の打ち上げ

計画高水流量

現計画の計画 H.W.L

現計画の計画高潮位

計画河床高

海面上昇後の計画高潮位
（現計画＋海面上昇値）

海面上昇後の水位
（不等流計算により算出）

現高潮区間
高潮影響
区間の拡大

(現計画堤防高）

要堤防改良区間

海水面の上昇

※ 自己流区間：河川の流量によって水位が決定する河川の区間
　　高潮区間 ：高潮の影響を考慮して水位を決定する河川の区間
　計画高潮位 ：計画高水位に高潮偏差を考慮して定めた河川の水位

自己流区間

海水面の上昇

河川

海面上昇後
の水位
（不等流計算
により算出）

現計画のHWL

計画高水流
量

海面上昇後の計画高潮位
（現計画＋海面上昇値） （海面上昇後の計画堤防高）

要堤防改良区間

現計画の計画高潮位

（現計画堤防高）

波の打ち上げ

計画河
床高



三大湾の海面上昇の影響による災害ポテンシャルの増加

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状

593

879

海面上昇後

１．５404人口（万人）

１．５577面積（k㎡）

倍率現状※国土数値情報をもとに作成
※３次メッシュ（1km×1km）の標高情報が潮位を下回るものを図示。面積、
人口の集計は３次メッシュデータにより行っている
※河川・湖沼等の水面の面積については含まない
※海面が１ｍ上昇した場合の面積、人口の６０％分を増分として計算

平均海面が５９ｃｍ上昇した場合、三大湾（東京湾、伊勢湾、大阪湾）のゼロメートル地帯の
面積・人口は５割増大すると予測される。
（海面上昇量５９ｃｍは、ＳＲＥＳシナリオより予測される世界平均海面水位の上昇量の上限を想定）

東京湾

（横浜市～千葉市）

176万人 333万人
(現状) (海面上昇後)

270万人138万人 260万人

大阪湾

（芦屋市～大阪市）

(現状) (海面上昇後)

211万人

伊勢湾

（川越町～東海市）

90万人 126万人
(現状) (海面上昇後)

112万人
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海面上昇による砂浜の消失

海浜縦断地形は、海面が上昇すると上昇後の
水位に対する平衡地形に向かって変化するた
め、水位上昇による静的な後退分以上に砂浜
は侵食され、汀線が後退すると考えられる。

砂浜の海浜縦断地形に対する応答

三村信男・幾世橋慎・井上馨子：「砂浜に対する海面上昇の影響評価」より河川局作成

現状

海面上昇
により
砂浜後退

砂浜が
海面上昇
に応答
してさらに
後退

約100m

θ

θ

勾配が等しい

0

0

0

海面上昇！

1m

90.381.756.6侵食面積率

101.0465.430.55平均後退距離

10.650.3海面上昇（ｍ）

１６

地球温暖化の日本への影響1996 (環境庁）


